予算要求資料
平成２７年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：雇用促進費

	事業名　岐阜県インターンシップ推進協議会運営費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　労働企画係　電話番号：058-272-1111（内3123）

　　　　　　                                      E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　3,868千円（前年度予算額：3,216千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,216
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,216

	要求額
	3,868
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,868

	1月29日時点
査定額
	3,868
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,868

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　主に県出身学生及び他県から県内の大学・短大に進学した学生等に、　　県内企業でのインターンシップを行う機会を提供すること及び地元企業（公的機関含む）に多様な学生・若者と接触をする機会を提供することを促進することを目的として、これまで各者がそれぞれ実施していたインターンシップの情報を集約し窓口を一元化することにより、効果向上と最適化を図るべく、平成１８年に県を含めた産学官が連携し「岐阜県インターンシップ推進協議会」を設立した。

　　　受入企業や参加大学等の開拓、企業と学生のマッチング支援、広報活動など、岐阜県インターンシップ推進協議会の運営を引き続き支援していく。
さらに、県外進学者のうち、関東・関西など本県から離れた大都市圏への進学者の就職Ｕターンを促すための広報を強化すべく、インターンシップ受入企業の案内冊子の発行費相当の運営費の増額を行う。
（２）事業内容

　　　受入企業や参加大学等の開拓、企業と学生のマッチング支援、広報活動、

　　大学等への情報提供など
（３）県負担・補助率の考え方

　　　産学官連携で設立した組織であり、より多くの若者にインターンシップを経験できる機会を提供していく体制を継続する上で財政的支援が必要である。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	負担金
	3,868
	協議会運営費

	合計
	3,868
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県長期構想
　　　１　新たな「成長・雇用戦略」の展開
　　　　（１）岐阜県成長・雇用戦略
　　③雇用分野
　　　　数値目標

　　　　　②県全体（１５歳以上）の労働力率（事業実施指標）

　　　　　　インターンシップ参加学生数　907人（H24）→ 2,000人（H30）
　　　　　

　　　岐阜県成長・雇用戦略

　　　８　雇用
　　　　④さらに検討すべきプロジェクト等

　　　　　○県内中小企業の理解を促すインターンシップ事業の強化

（２）事業主体及びその妥当性

　　　岐阜県インターンシップ推進協議会は、産学官連携で設立した組織であり、
　　県としても、運営費の一部を負担することが妥当である。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業

	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
企業と大学生・参加大学等との出会いの機会を創出し、県内企業におけるインターンシップの実施を推進する。また、県外へ流出した学生等に県内企業を周知するため、インターンシップ案内冊子を作成・送付することにより広報事業を強化し、より効果的なインターンシップを推進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	インターンシップ参加学生数
	（H  ）
	907
（H24）
	（H  ）
	884
（H25）
	2,000
（H30）
	％
44.2

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　マッチング会、事前・事後講習会、広報活動、学校等への情報提供、相談会、成果報告会等を実施した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　インターンシップには884人が参加した。
成果報告会には企業、団体、学校、学生が８６名参加し、学生が体験談を発表した。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	大学生の職業観の醸成は重要であり、将来の職業人生に踏み出すための準備として、インターンシップは必要なものである。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	平成18年度の協議会発足以来、大学生の参加は２倍以上に増加しており、多くの学生が、就職前に企業の現場を体験できることで、貴重な体験をしている。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

△
	会員企業数がここ数年減少傾向にあり、参加学生数も減少傾向に転じていることから、学生の選択肢を幅広く確保するため、企業の確保については、効率よく実施していく必要がある。



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
会員企業数が、ここ数年減少傾向にあるため、学生の選択肢が狭まっている。
また、平成２７年度卒業予定者から面接などの採用選考の解禁時期を春から夏に遅らせる経済界の新ルールに変更されると、これまで夏に実施されていたインターンシップ受入への影響が懸念（基本的に、インターンシップ受入と採用の担当部署が同じであるため、企業側の繁忙期が集中）されるため、大学、企業ともに来年度は様子見の姿勢にあるため、一時的に受入企業が減る可能性がある。

平成２７年の夏の企業側の状況を聴き取りしたうえで、インターンシップの時期の変更（夏→春）あるいは年２回（夏・春）の実施について検討する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

県外へ流出した学生への広報強化に取り組むとともに、就職活動時期変更に伴う情報収集、調査を行い、今後のより効果的なインターンシップに向けて検討を進める。


